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地域包括支援センターによる高齢者のための住宅改修の課題
―北海道全市町村へ向けたアンケート調査から―
田 中 宏 実（藤女子大学 人間生活学部 人間生活学科）
高齢者の多くは今住んでいる住宅や地域に住み続けたいと希望している。しかし若い頃に
購入した住まいの多くは住宅性能が低く老朽化しており、高齢者の心身の状況によっては住
まいを改修することが必要になる。現状で多く行なわれているのは、介護保険制度を利用し
た地域包括支援センターによる住宅改修である。地域包括支援センターによる住宅改修の実
態を明らかにしていくため、本研究では北海道の全市町村の地域包括支援センター248箇所
を対象にアンケート調査をおこなった。調査考察の結果から、介護保険制度の利用者と地域
包括支援センター職員と建築・施工業者の介護保険による住宅改修に関わる専門的な知識の
不足などの問題があることがわかった。最後に快適な高齢者のための住宅改修の今後の課題
を明らかにした。
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１．はじめに
現在、介護保険制度によって高齢者のための住宅改
修??が実施されている。その中心となるのが各地域に
ある地域包括支援センター??である。筆者は高齢者の
ための住宅改修においては、福祉・保険・医療と建築
職との連携がその住宅改修の質を大きく左右すると考
えている。北海道ではこれまで、高齢者の住宅改修に
かかわる異職種の連携をスムーズに行うため、各市町
村で「住宅改善支援チーム」??による住宅改修にも力を
入れてきた。しかし現状では地域包括支援センターに
よる住宅改修が中心となっており、支援チームのよう
な異職種の連携はとられていない。そこでこれからの
高齢者のための住宅改修のあり方を考えるため、地域
包括支援センターで行っている高齢者のための住宅改
修の実態調査をおこなった。本論では北海道の地域包
括支援センターがおこなう住宅改修の実態を明らかに
し、今後の課題を見出すことを目的とする。
２．調査概要
本研究では、北海道の地域包括支援センターがかか
わる高齢者のための住宅改修の実態を明らかにするた
めに、2008年８月末～９月初旬にかけて、北海道全248
箇所の地域包括支援センターの住宅改修担当者を対象
に調査を行った。
調査票は郵送により行い、配布数は248箇所、回収
は149箇所で回収率は60.1％であった。
３．調査対象の概要
アンケートに回答した地域包括支援センターの住宅
改修の担当者がもっている資格を図１に示す。回答者
の資格は「ケアマネジャー」が149箇所中112（75.1％）
人と最も多い。続いて、保健師67（44.9％）人、看護
師56（37.5％）人、さらに社会福祉士36（24.1％）人
が多かった。また、住宅改修に直接関わりのある「建
築士」の資格を持つ人は０人、理学療法士１人、作業
療法士３人で少なかった。
地域包括支援センターでは職員の中に建築に関する
専門的資格を持つ人がほぼいないことがわかった。
表１に示したとおり、これまで各地域包括支援セン
ター職員である回答者が実施してきた住宅改修の件数
は、117（80.1％）人が「１～50件」で、当初質問票を
作る際に予想していた実施件数の想定を大きく下回っ
ていた。現在はさらに増えていると思われる。
これまでに介護保険制度の予算の枠内では収まらな
い大規模な住宅改修を手がけた割合を表２に示す。介
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護保険制度を利用した住宅改修内の金額で収めたい、
もしくは収まるケースが多く、大きな金額のかかる改
修をするようなケースは少ないことがわかった。また
住宅改善支援チームを利用したケースを扱ったかどう
かの有無について表３に示す。約９割のセンターで実
施実績がないことがわかった。大規模な住宅改修はほ
とんど取り扱っていないことと支援チームを利用しな
いことは関連しているのではないかと思われる。
４．住宅改修の現状
⑴ 相談内容
住宅改修の相談内容について図２に示す。手すりの
取り付けに関しては、回答している147箇所のうち「1．
非常に多い」と「2．多い」を合わせてみると144
（97.9％）箇所あり、取り扱う住宅改修における実施率
がほぼ100％に近いことがわかった。一方で「床・通路
面の材料変更」、「扉の取替え」、「便器の取替え」など
費用が高くなる３つケースについては、「3．あまりな
い」と「4．全くない」を合わせると、それぞれ113
（76.8％）箇所、128（87.0％）箇所、130（88.4％）箇
所であり、実施している例が少ないことがわかった。
地域包括支援センターが関わった住宅改修に関して
は、手すりの取り付けによる改修が多く、扉や便器の
取り換えなどに関しては、需要が少ないか、もしくは
介護保険制度内で収まらないため、実施はしない実態
があるのではないかということがわかった。
表４に利用者がセンターに関わる際の相談方法につ
いて示す。本人ではなく「2．家族が窓口に来る場合」
63（46.3％）箇所が最も多く、次いで多かったのが「5．
本人、又は家族からの電話」23（16.9％）箇所であっ
た。住宅改修の利用者は心身の状況が悪いため、自ら
相談窓口に訪れることは少なく、代わりに利用者の家
族が窓口に来たり、まずは電話で相談をするという形
が多いことがわかった。次に多かったのが「6．定期訪
問時」13（9.5％）箇所であり、介護認定を受けた利用
者の家を定期訪問したときに、利用者、又は家族から
住宅改修の相談を受けるケースもあることがわかった。
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①医師 ②看護師 ③保健師 ④栄養士 ⑤管理栄養士
⑥理学療法士 ⑦作業療法士
⑧社会福祉士
⑨介護福祉士 ⑩ケアマネジャー
?主任ケアマネジャー
?福祉住環境コーディネーター
?ホームヘルパー ?介護予防
?福祉用具専門相談員 ?社会福祉主事
?精神保健福祉士
?臨床心理士 ?建築士 ?その他
図1 回答者がもっている資格（複数回答)
表1 住宅改修の経験件数
住宅改修の経験件数 実数 割合(％)
１．1～50件 117 80.1％
２．50～100件 21 14.3％
３．100～300件 7 4.7％
４．300～500件 0 0.0％
５．500～1000件 0 0.0％
６．1000件以上 1 0.6％
合 計 146 100.0％
表3 住宅改修支援チームを利用した改修の有無
支援チームを使った住宅改修の経験 実数 割合(％)
１．ある 11 7.4％
２．ない 137 92.5％
合 計 148 100.0％
表2 大規模な住宅改修の経験
大規模な住宅改修の経験 実数 割合(％)
１．ある 51 37.5％
２．ない 85 62.5％
合 計 136 100.0％
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⑵ 介護保険制度による住宅改修に対する意見
介護保険を利用した住宅改修を実施した際の利用者
や家族の意見・感想について図３に示す。評価されて
いる点として挙げられていたのは、「2．費用があまり
かからなくて良かった」と回答した138箇所のうち
93（67.3％）箇所であり、費用面での評価が高いこと
が分かった。一方で、「介護保険の制度がわかりにくい」
が41（29.7％）箇所、「5．介護保険の手続きが面倒だっ
た」が44（31.8％）箇所、「6．住宅改修費の支給限度
額を上げてほしい」が38（27.5％）箇所、「7．改修の
対象となる箇所を増やしてほしい」が34（24.6％）箇
所と続いて多く、介護保険制度による住宅改修は費用
が安くすむ面で利用者の評価が高いが、一方で制度の
わかりにくさ、手続きの作業の多さ、支援費用限度内
では不十分であると感じていることがわかった。これ
らの課題を今後どう解消するかを検討する必要があ
る。
⑶ 利用者・家族との関わりで困ったこと
表５にセンターが利用者やその家族との関わりの中
地域包括支援センターによる高齢者のための住宅改修の課題
図2 住宅改修の相談内容
表4 利用者の相談方法
相談依頼の方法 実数 割合(％)
１．本人が直接窓口に来る 9 6.6％
２．家族が窓口に来る 63 46.3％
３．本人と家族が窓口に来る 4 2.9％
４．病院から直接相談が来る 0 0.0％
５．本人、又は家族による電話 23 16.9％
６．定期訪問時 13 9.5％
７．その他 24 17.6％
合 計 136 100.0％
図3 利用者・家族の介護保険制度による住宅改修に対す
る意見や感想（複数回答、回答138箇所)
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で困ったことを示す。「1．利用者・家族側の住宅改修
に関する知識不足」が63（47.7％）箇所と最も多く、
続いて「3．利用者・家族の要望が多すぎるが23
（17.4％）箇所が多かった。一方で困りごととして「4．
改修後に、利用者・家族から不満が出てきた」が18
（13.6％）箇所あげられていた。
「2．話し合いの時間がとれない」が9（6.8％）箇所
で、あげている人は少ないことから、現場ではできる
かぎり時間をかけて利用者・家族に説明する時間を
持っているようだが、説明をしても利用者・家族側が
介護保険制度や住宅改修に関する知識が少なく、内容
を理解するまでに時間がかかったり、センター側と利
用者側で共通理解をしようとしても、理解の度合いに
差が出てしまったりする場合があり、利用者の不満に
つながるなどの悪循環になっているのではないかと考
えられる。さらに話し合いの時間を作るのはもちろん
だが、知識がない利用者へどのような説明をしたら理
解がさらに深まるようになるのか、今後さらに説明方
法などを考えていく必要がある。
⑷ 住宅改修の問題点
図４に地域包括支援センターがかかわる住宅改修の
問題点について示す。回答118箇所中「8．地域包括支
援センターに建築の専門家がいない」と回答したのが、
41（34.7％）箇所と最も多く、次いで「1．介護保険制
度の枠内では予算が足りない」が33（27.9％）箇所、
「2．地域包括支援センターの存在が利用者にあまり知
られていない」が30（25.4％）箇所、「7．職員の仕事
が多く、１件１件の住宅改修にかける時間が少ない」
が28（23.7％）箇所と比較的高い割合であった。さら
に書いてもらったアンケートの自由記述から、施工業
者の介護保険やバリアフリーに関する知識が不足して
いると感じていたり、償還払いのため利用者へ負担が
かかり実際に払えないような人が現実にいることや、
申請書が多すぎる、また関連書類の書き方を知らない
施工業者がいることに対する不満なども聞かれた。そ
れぞれ関係者の知識不足を解消するような取り組み
や、連携協働していけるような仕組み作りが必要であ
ることがわかった。
⑸ 今後の住宅改修の取り組みについて
今後回答者自身が、住宅改修について積極的に取り
組みたいと思うかどうかについて表６に示す。「1．非
常に思う」が23（15.9％）人、「2．まあ思う」が69
（47.9％）人で合わせて92（63.8％）人あった。６割以
上が住宅改修に積極的に取り組みたいと思っていると
いうことがわかった。
５．まとめ
本論では、地域包括支援センターによる住宅改修の
実態について述べてきた。考察から、費用が安くすむ
表5 利用者・家族との関わりで困ったこと（複数回答)
困ったこと 実数(％)
１．利用者・家族側の住宅改修に関する知
識不足
63(47.7)
２．話し合いの時間がとれない 9 (6.8)
３．利用者・家族の要望が多すぎる 23(17.4)
４．改修後に、利用者・家族から不満がで
てきた
18(13.6)
５．その他 19(14.3)
合 計 132(100.0)
①介護保険制度の枠内では予算が足りない
②地域包括支援センターの存在が利用者にあまり知られ
ていない
③職員に住宅改修の知識がない
④職員に規模の大きな住宅改修の経験がない
⑤利用者・家族とうまく関われない
⑥他職種と連携をとるシステムがない
⑦職員の仕事が多く、１件１件の住宅改修にかける時間
が少ない
⑧地域包括に建築の専門家がいない
⑨住改後、予算などの問題で容易に修正のための改修が
できない
⑩職員の住宅改修に対する関心が少ない
?他職種と地域包括を結びつけるコーディネイターがい
ない
?その他
図4 地域包括支援センターでかかわる住宅改修の問題点（複数回答、回答者数118人)
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ということから利用者に高く評価されているが、一方
で利用者や建築施工業者の知識不足などにより、セン
ター職員の住宅改修がスムーズにいかず、利用者の満
足度があがらないという実態があることがわかった。
また介護保険制度の枠内で住宅改修を行うには費用面
での限度があるので、限度額以上の大きな改修ができ
ず、利用者が不満に思っている可能性があることがわ
かった。
以上のような課題から、今後次にあげることに留意
し、利用者の満足度がさらに高くなる住宅改修を進め
ていくことが必要ではないかと考える。
?今後の課題>
①それぞれの専門家が住宅改修にかかわる知識を増や
していくこと
センター職員が住宅改修にかかわる建築の専門的知
識を持つ人を増やし、利用者の福祉的な要望と建築的
な要望を細かくくみ取っていけるような見識を広げる
ことが必要である。また建築・施工業者も介護保険や
バリアフリーに関する知識を増やしていく必要があ
る。
②職種間連携の必要性
地域包括支援センターだけでは、住宅改修をするた
めの知識等に限界があるので、福祉・保健・建築など
の専門家との連携支援体制を充実させていく必要があ
る。
③利用者へわかりやすく伝える工夫
利用者やその家族に、制度や福祉・建築的なことを
わかりやすく伝えていける方法を考えていく必要があ
る。
④改修費用の助成制度やアフターケアの充足
利用者やその家族との話し合いの時間を増やした
り、大きな改修もできる助成金などを増やすこと、さ
らに今活用できる助成制度を教えたり、住宅改修後の
継続的なハードとソフト面からのアフターケアにも力
をいれることが必要である。
今後の研究では、①～④についてさらに検討を進め
る予定である。
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註
１)介護保険制度においては、要支援、要介護と認定
された方が、手すりの取付けや、段差解消などの
対象となる住宅改修を行い、心身の状況や住宅の
状況等から必要と認められた場合、住宅改修費が
支給される。支給金額は20万円を限度として、利
用者は改修費の１割を負担する。
２)地域包括支援センターとは、介護保険法で定めら
れた地域住民の保健・福祉・医療の向上、虐待防
止、介護予防マネジメントなどを総合的に行う機
関で各区市町村に設置される。地域における介護
相談の最初の窓口となる。
３)住宅改善支援チームとは、北海道の各市町村が関
係機関の協力を得て必要に応じて設置し住宅改修
をおこなうものであり、特徴は福祉・保健・医療・
建築など関係職種が連携して話し合い住宅の改善
に取り組むというところにある。参考文献「高齢
者・障害者のための住宅改造マニュアル Part2」
（社団法人北海道建築士会）
表6 住宅改修の取り組みへの意欲
住宅改修に積極的に取り組みたいか 実数(％)
１．非常に思う 23(15.9)
２．まあ思う 69(47.9)
３．どちらでもない 44(30.6)
４．あまり思わない 8 (5.6)
５．全く思わない 0 (0.0)
合 計 144(100.0)
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